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は
必
要
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
仕
組
み

は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
独
り
よ
が
り
な
も

の
で
あ
っ
て
は
な
ら
ず
、
国
際
的
に
通

用
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

こ
こ
で
は
中
所
得
国
に
成
長
し
た
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
が
通
貨
危
機
以
降
制
度
を

ど
の
よ
う
に
整
備
し
て
き
た
か
、
経
済

法
を
中
心
に
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
直
後

（
一
九
九
八
～
二
〇
〇
四
年
）
と
ユ
ド

ヨ
ノ
政
権
一
期
目
（
二
〇
〇
四
～
二
〇

〇
八
年
）、
政
権
二
期
目
（
二
〇
〇
九

～
二
〇
一
四
年
）
に
分
け
て
検
討
す
る
。

●
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
直
後
―
―　

Ｉ
Ｍ
Ｆ
指
導
の
法
整
備

　

通
貨
危
機
に
よ
る
経
済
的
混
乱
が
深

刻
に
な
っ
た
の
は
、
企
業
の
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
欠
如
が
大
き
な
問
題
で
あ
っ
た
こ

と
や
、
債
務
処
理
を
促
す
破
産
法
な
ど

の
法
的
制
度
が
十
分
で
な
か
っ
た
こ
と

に
起
因
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
（
参
考

文
献
）、
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）

●
期
待
の
高
ま
り

　

二
〇
〇
九
年
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
二
期

目
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
経
済
へ
の
期
待
の

高
ま
り
と
と
も
に
始
ま
っ
た
。
世
界
金

融
危
機
の
影
響
が
近
隣
諸
国
ほ
ど
大
き

く
な
か
っ
た
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
、
政
権

一
期
目
が
も
た
ら
し
た
政
治
的
安
定
を

背
景
に
、
そ
の
後
も
六
％
台
の
成
長
を

続
け
、
国
内
外
か
ら
ユ
ー
フ
ォ
リ
ア
と

も
い
え
る
期
待
が
寄
せ
ら
れ
た
。
そ
の

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
今
、
経
常
収
支
赤
字

や
ル
ピ
ア
安
な
ど
に
よ
り
経
済
成
長
が

鈍
化
し
て
い
る
。

　

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
成
長
の
源
は
豊
富

な
天
然
資
源
と
巨
大
な
人
口
で
あ
る
が
、

こ
れ
ら
は
経
済
の
良
し
悪
し
に
か
か
わ

ら
ず
昔
か
ら
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
備
わ
っ

て
い
る
も
の
で
あ
る
。
好
循
環
の
時
は

成
長
促
進
の
源
泉
と
な
る
が
、
そ
れ
さ

え
あ
れ
ば
高
成
長
が
実
現
で
き
る
と
い

う
も
の
で
は
な
い
。
こ
れ
ら
の
要
素
を

う
ま
く
活
か
す
仕
組
み
が
経
済
成
長
に

に
よ
る
融
資
の
条
件
に
は
、
ガ
バ
ナ
ン

ス
改
革
や
法
制
度
改
革
を
中
心
に
経
済

再
構
築
に
関
し
て
広
範
囲
な
項
目
が
盛

り
込
ま
れ
た
。

　

破
産
法
は
一
九
〇
五
年
の
オ
ラ
ン
ダ

統
治
時
代
の
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
一

九
九
八
年
に
新
破
産
法
が
制
定
さ
れ
た
。

一
九
九
九
年
に
は
仲
裁
法
も
制
定
さ
れ

た
。
公
正
で
競
争
的
な
市
場
の
育
成
も

重
要
課
題
で
あ
り
、
一
九
九
九
年
に
競

争
法
が
制
定
さ
れ
、
翌
二
〇
〇
〇
年
に

司
法
権
か
ら
も
独
立
し
た
実
施
機
関
と

し
て
事
業
競
争
監
視
委
員
会
（
Ｋ
Ｐ
Ｐ

Ｕ
）
が
設
立
さ
れ
た
。
消
費
者
保
護
法

も
一
九
九
九
年
に
制
定
さ
れ
た
。
二
〇

〇
〇
年
以
降
は
、
他
の
開
発
途
上
国
と

足
並
み
を
そ
ろ
え
、
特
許
や
意
匠
、
商

標
を
含
む
産
業
財
産
権
、
著
作
権
等
な

ど
の
基
本
的
な
知
的
財
産
権
が
順
次
制

定
さ
れ
る
な
ど
、
経
済
法
の
国
際
標
準

化
に
む
け
た
整
備
が
進
ん
で
い
っ
た
。

●
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
一
期
目
―
―　

外
国
投
資
促
進
へ
の
環
境
整
備

　

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
が
誕
生
し
た
二
〇
〇

四
年
に
は
、
危
機
後
の
経
済
再
建
も
一

段
落
し
、
外
国
資
本
の
活
用
と
投
資
環

境
の
整
備
が
最
優
先
課
題
と
な
っ
た
。

危
機
に
よ
り
国
内
資
本
の
多
く
が
毀
損

し
、
大
量
の
資
本
が
逃
避
し
た
た
め
、

既
存
の
イ
ン
フ
ラ
の
修
復
も
ま
ま
な
ら

な
い
状
態
に
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
ユ
ド

ヨ
ノ
大
統
領
は
就
任
後
間
も
な
い
二
〇

〇
五
年
一
月
に
、
大
々
的
に
イ
ン
フ
ラ

サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
し
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

へ
の
投
資
を
世
界
に
呼
び
か
け
た
。
翌

年
二
月
に
は
、
投
資
環
境
改
善
に
関
す

る
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
中
で
新
投
資
法
の
制

定
と
労
働
法
の
改
定
を
う
た
い
、
外
資

の
呼
び
込
み
を
図
っ
た
。

　

外
国
企
業
を
誘
致
す
る
た
め
に
必
要

な
制
度
は
多
岐
に
わ
た
る
。
投
資
法
や

労
働
法
の
整
備
を
は
じ
め
と
し
て
、
会

社
設
立
、
清
算
、
知
的
財
産
、
為
替
管

理
、
Ｍ
＆
Ａ
、
租
税
、
紛
争
解
決
な
ど

の
法
律
が
整
備
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ

る
。
当
時
、
法
律
の
多
く
が
オ
ラ
ン
ダ

統
治
時
代
の
古
い
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、

こ
の
時
期
は
旧
法
の
見
直
し
を
中
心
に

国
内
の
投
資
環
境
整
備
が
進
め
ら
れ
た
。

二
〇
〇
七
年
に
投
資
法
と
会
社
法
が
制

定
さ
れ
た
。
新
投
資
法
は
、
外
国
投
資

法
（
一
九
六
七
年
）、
国
内
投
資
法
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（
一
九
六
八
年
）、
外
国
投
資
改
正
法
・

国
内
投
資
改
正
法
（
一
九
七
〇
年
）
を

統
一
し
、
外
資
の
内
国
民
待
遇
を
保
証

す
る
点
に
重
要
な
特
徴
が
あ
っ
た
。
さ

ら
に
外
国
投
資
認
可
を
一
五
〇
日
間
か

ら
三
〇
日
間
へ
と
短
縮
し
、
税
制
面
で

の
優
遇
措
置
や
、
認
可
手
続
き
の
一
元

化
を
実
施
す
る
こ
と
を
う
た
っ
た
。
細

則
は
な
い
も
の
の
、
企
業
統
治
、
企
業

の
社
会
的
責
任
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
が
規
定
さ

れ
、
天
然
資
源
産
業
に
は
環
境
基
準
を

遵
守
し
た
現
場
回
復
が
義
務
付
け
ら
れ

た
。
新
会
社
法
で
は
、
資
本
金
や
増

資
・
減
資
、
株
式
の
種
類
、
少
数
株
主

保
護
、
利
益
配
分
、
取
締
役
、
買
収
・

合
併
、
清
算
な
ど
一
通
り
の
事
項
が
規

定
さ
れ
た
。

　

二
〇
〇
〇
年
代
初
め
は
電
力
供
給
不

足
に
よ
る
停
電
が
多
発
し
、
投
資
環
境

改
善
の
要
で
あ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定

供
給
と
多
様
化
を
進
め
る
必
要
が
あ
っ

た
。
新
石
油
・
ガ
ス
法
は
二
〇
〇
一
年

に
Ｉ
Ｍ
Ｆ
指
導
の
改
革
の
中
で
制
定
さ

れ
、
国
営
企
業
プ
ル
タ
ミ
ナ
の
独
占
的

な
体
制
を
上
流
と
下
流
に
分
割
し
、
市

場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
導
入
し
て
競
争
を
促

す
こ
と
を
目
的
と
し
た
。
新
電
力
法
も

二
〇
〇
二
年
に
制
定
さ
れ
、
電
力
事
業

の
分
割
・
民
営
化
を
進
め
、
市
場
原
理

の
導
入
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

二
〇
〇
四
年
一
二
月
に
憲
法
裁
判
所
に

よ
っ
て
、
こ
の
電
力
法
を
無
効
と
す
る

違
憲
判
決
が
下
さ
れ
た
た
め
、
民
間
資

本
に
よ
る
電
力
開
発
促
進
は
二
〇
〇
九

年
の
新
電
力
法
の
制
走
ま
で
待
つ
必
要

が
あ
っ
た
。
二
〇
〇
七
年
に
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
法
が
制
定
さ
れ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
を
計
画
・
立
案
す
る
機
関
と
し
て
国

家
エ
ネ
ル
ギ
ー
審
議
会
（
Ｄ
Ｅ
Ｎ
）
の

設
立
が
規
定
さ
れ
た
。

　

物
流
イ
ン
フ
ラ
に
関
す
る
法
律
は
二

〇
〇
七
年
以
降
順
次
整
備
さ
れ
た
。
二

〇
〇
七
年
に
は
鉄
道
法
が
制
定
さ
れ
た
。

二
〇
〇
八
年
の
海
運
法
で
は
、
港
湾
管

理
に
関
す
る
国
営
企
業
の
独
占
を
廃
止

し
、
海
運
業
に
お
い
て
自
国
内
の
輸
送

を
自
国
の
船
に
限
定
す
る
原
則
を
強
化

し
た
。
二
〇
〇
九
年
に
は
航
空
運
輸
法
、

道
路
交
通
・
陸
上
運
輸
法
が
制
定
さ
れ

た
。
し
か
し
、
物
流
イ
ン
フ
ラ
開
発
の

基
盤
と
な
る
土
地
収
用
法
の
策
定
が
遅

れ
た
た
め
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
は
遅
々
と

し
て
進
ま
な
か
っ
た
。
土
地
収
用
法
は

二
〇
一
二
年
に
よ
う
や
く
制
定
さ
れ
た

も
の
の
、
現
在
に
い
た
っ
て
も
土
地
収

用
の
問
題
は
山
積
し
て
い
る
。

●
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
二
期
目
―
―　

好
調
な
経
済
下
に
お
け
る
変
化

　

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
二
期
目
の
二
〇
一
〇

年
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
一
人
あ
た
り
名

目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
三
〇
〇
〇
ド
ル
を
超
え
、

中
所
得
国
の
仲
間
入
り
を
し
た
。
さ
ら

に
、
Ｇ
20
の
メ
ン
バ
ー
と
な
り
国
際
的

な
地
位
も
高
ま
る
な
か
、
ソ
ブ
リ
ン
格

付
け
も
連
続
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
政

権
二
期
目
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
が
自
国
に

自
信
を
付
け
始
め
た
時
期
と
い
え
る
。

⑴
国
益
の
重
視
へ

　

自
国
へ
の
自
信
は
、
豊
富
な
資
源
が

自
国
の
利
益
に
な
っ
て
い
な
い
と
い
う

反
省
に
つ
な
が
り
、
政
策
は
国
益
重
視

へ
と
変
化
し
て
い
く
。
通
貨
危
機
以
降
、

Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
指
導
さ
れ
た
政
策
で
は
、
外

資
導
入
の
必
要
性
も
あ
り
極
端
な
自
由

化
が
進
め
ら
れ
た
。
た
と
え
ば
銀
行
株

式
の
外
国
資
本
所
有
は
九
九
％
ま
で
認

め
ら
れ
、
こ
れ
に
よ
り
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

の
有
力
民
間
商
業
銀
行
の
ほ
と
ん
ど
が

外
国
資
本
と
な
っ
た
。
二
〇
一
二
年
、

政
策
は
大
き
く
転
換
さ
れ
、
外
資
は
大

幅
に
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
国
籍
・
外
国
籍
に
か
か
わ

ら
ず
適
用
さ
れ
る
も
の
の
、
商
業
銀
行

の
所
有
に
つ
い
て
①
単
一
の
銀
行
・
非

銀
行
金
融
機
関
の
所
有
は
資
本
の
四
〇

％
、
②
単
一
の
事
業
会
社
は
同
三
〇
％
、

③
個
人
は
同
二
〇
％
と
な
っ
た
。

　

国
益
重
視
の
顕
著
な
例
が
二
〇
〇
九

年
の
新
鉱
業
法
で
あ
る
。
新
鉱
業
法
は
、

鉱
物
資
源
の
効
率
的
な
管
理
と
高
付
加

価
値
化
を
目
的
と
し
て
、
鉱
石
の
国
内

で
の
加
工
・
精
錬
を
義
務
づ
け
、
二
〇

一
四
年
一
月
か
ら
実
行
に
移
さ
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
日
本
な
ど
で
は
保
護
主
義

的
な
規
制
だ
と
批
判
が
噴
出
し
た
。
ま

た
、
二
〇
一
四
年
四
月
に
は
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
に
お
い
て
、
一
一
分
野

で
新
た
に
外
資
の
出
資
に
上
限
が
定
め

ら
れ
た
。
六
分
野
で
は
規
制
が
緩
和
さ

れ
た
も
の
の
、
卸
売
業
で
は
国
内
業
界

の
保
護
を
目
的
と
し
て
一
〇
〇
％
認
め

ら
れ
て
い
た
外
資
出
資
上
限
が
三
三
％

に
改
正
さ
れ
る
な
ど
、
一
四
分
野
で
規

制
強
化
、
も
し
く
は
関
連
法
の
改
定
に

合
わ
せ
た
外
国
資
本
出
資
規
制
の
改
定

が
行
わ
れ
た
。

　

さ
ら
に
二
〇
一
四
年
の
新
通
商
法
で

は
、
生
活
必
需
品
の
安
定
供
給
の
た
め

に
「
外
国
通
商
の
影
響
か
ら
の
国
益
の

保
護
」
を
目
的
に
価
格
や
輸
出
入
を
含

め
て
政
府
の
関
与
を
認
め
る
項
目
が
盛

り
込
ま
れ
、
国
内
産
業
保
護
が
目
立
つ

法
律
と
な
っ
た
。

⑵
「
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
」
の
強
調

　

経
済
法
以
外
に
も
「
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
」
が
強
調
さ
れ
る
法
律
や
規
則
も
続

く
。
二
〇
〇
九
年
七
月
に
制
定
さ
れ
た

国
旗
、
言
語
、
国
章
お
よ
び
国
歌
に
関

す
る
法
律
で
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
民

と
交
わ
す
合
意
書
・
契
約
書
は
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
語
で
作
成
す
る
必
要
が
あ
る
こ

と
が
定
め
ら
れ
、
英
語
の
契
約
書
が
無

効
と
な
る
可
能
性
が
生
じ
た
こ
と
か
ら
、
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外
国
企
業
が
契
約
を
結
ぶ
際
に
混
乱
を

き
た
し
た
。
こ
れ
に
似
た
事
例
と
し
て
、

二
〇
一
一
年
に
制
定
さ
れ
た
通
貨
法
で

は
、
ル
ピ
ア
の
利
用
を
強
制
す
る
内
容

が
規
定
さ
れ
た
。
当
初
は
現
金
決
済
取

引
の
み
に
適
用
さ
れ
る
と
い
う
財
務
省

の
公
式
見
解
が
出
さ
れ
た
が
、
二
〇
一

五
年
三
月
の
中
銀
規
則
で
七
月
か
ら
全

取
引
に
ル
ピ
ア
使
用
が
義
務
化
さ
れ
た
。

さ
ら
に
、
二
〇
一
三
年
の
外
国
人
就
業

規
則
で
、
外
国
企
業
か
ら
の
派
遣
者
は

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
習
得
を
義
務
化
す
る

な
ど
（
二
〇
一
五
八
月
、
大
統
領
が
見

直
し
を
要
求
）、
ビ
ジ
ネ
ス
の
多
く
の

場
面
で
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
と
い
う
要
素
が

強
調
さ
れ
て
き
て
い
る
。

●
政
策
の
方
向
性
の
変
化

　

こ
の
よ
う
に
、
時
代
と
と
も
に
政
策

の
方
向
性
は
変
化
し
て
い
る
。
図
で
法

律
を
要
因
別
・
目
的
別
に
分
類
し
政
策

の
変
化
を
確
認
し
て
み
る
。
横
軸
に

「
国
際
標
準
化
（
外
的
要
因
）」
と
「
制

度
整
備
（
内
的
要
因
）」
の
要
素
を
と

り
、
縦
軸
に
市
場
経
済
原
理
導
入
の
た

め
の
「
自
由
化
、
競
争
力
強
化
、
民
営

化
」
と
、
国
内
産
業
保
護
と
い
っ
た

「
保
守
化
」
を
と
る
。「
国
際
標
準
化

（
外
的
要
因
）」
と
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
指
導

や
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）、
国
際

労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
な
ど
国
際
機
関

と
の
協
定
に
も
と
づ
く
国
際
標
準
化
を

目
指
す
も
の
や
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
同

体
（
Ａ
Ｅ
Ｃ
）
設
立
に
む
け
た
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
で
の
合
意
な
ど
が
策
定
の
背
景
に

あ
る
も
の
で
あ
る
。「
制
度
整
備
（
内

的
要
因
）」
は
、
長
ら
く
法
的
根
拠
と

な
っ
て
い
た
オ
ラ
ン
ダ
統
治
時
代
の
商

法
典
や
慣
習
法
が
時
代
に
即
さ
な
く
な

っ
た
た
め
、
新
た
に
策
定
さ
れ
た
も
の

を
対
象
と
す
る
。
縦
軸
の
上
方
は
「
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
強
化
と
市
場
原
理
の
導

入
」
を
目
的
に
策
定
さ
れ
た
も
の
、
縦

軸
の
下
方
は
、
条
文
の
総
則
や
目
的
に

「
保
護
」「
国
益
」「
国
民
の
利
益
」
と

い
っ
た
文
言
を
含
む
も
の
や
外
資
規
制

が
強
化
さ
れ
た
も
の
を
対
象
に
し
て
い

る
。
こ
れ
に
よ
り
一
九
九
八
年
か
ら
二

〇
一
四
年
ま
で
の
一
七
年
間
に
制
定
さ

れ
た
経
済
関
連
法
が
、
自
由
化
・
規
制

緩
和
か
ら
、
国
内
の
制
度
整
備
に
重
点

を
移
し
、
さ
ら
に
国
内
利
益
重
視
へ
と

変
化
し
て
き
た
様
子
を
大
ま
か
に
見
通

す
こ
と
が
で
き
る
。

●
ジ
ョ
コ
ウ
ィ
新
政
権
の
課
題

　

こ
れ
ま
で
み
て
き
た
よ
う
に
、
経
済

法
制
度
は
通
貨
危
機
後
一
五
年
以
上
か

け
て
整
備
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
制

度
の
質
は
運
用
の
巧
拙
に
よ
っ
て
決
ま

る
。
危
機
直
後
に
策
定
さ
れ
非
常
に
期

待
さ
れ
た
破
産
法
は
、
外
国
投
資
家
に

不
利
か
つ
公
正
で
な
い
判
決
が
続
き
実

効
性
の
な
い
法
律
と
み
な
さ
れ
た
。
ま

た
、
知
的
財
産
権
も
整
備
は
進
ん
だ
も

の
の
、
権
利
の
侵
害
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

国
内
の
い
た
る
所
で
み
ら
れ
る
。
最
も

深
刻
な
の
は
、
汚
職
が
後
を
絶
た
な
い

裁
判
所
に
対
す
る
信
頼
の
低
さ
で
あ
り
、

整
備
さ
れ
た
制
度
を
適
正
に
運
用
す
る

土
壌
が
培
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
、
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
の
多
く
の
問
題
の
根
底
に

あ
る
。ま
た
、ア
ド
ホ
ッ
ク
な
規
制
が
突

如
と
し
て
導
入
さ
れ
、
外
国
企
業
が
翻

弄
さ
れ
る
事
例
が
増
え
、
法
の
予
見
可

能
性
の
低
さ
が
現
在
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

リ
ス
ク
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
る
。

　

ジ
ョ
コ
ウ
ィ
政
権
で
は
、
政
策
の
実

施
を
焦
る
あ
ま
り
に
、
こ
う
し
た
場
当

た
り
的
な
規
制
の
導
入
に
拍
車
を
か
け

な
い
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
長
期
的
視

点
か
つ
他
の
分
野
と
の
整
合
性
を
考
慮

し
た
実
効
性
の
あ
る
法
律
・
規
制
の
策

定
、
運
用
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

（
は
ま
だ　

み
き
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所

貧
困
削
減
・
社
会
開
発
研
究
グ
ル
ー
プ
）
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図１　経済関連法の特徴による分類

（出所）　筆者作成。

自由化・競争力・民営化

 1998 破産法
 1999 独占的行為及び不公正

な事業競争の禁止法
 1999 消費者保護法
 1999 仲裁法
 2000 植物新種保護法
 2000 営業秘密法
 2000 産業デザイン法
 2000 集積回路配置
 2000 労働組合法
 2001 特許
 2001 ブランド
 2002，2014 著作権
 2002，2003 マネーロンダリング

1999 通信法
2001 石油・ガス法
2002 電力法（失効）
2004 道路法
2007 投資法
2008 海運法
2009 新電力法
2009 航空法

2009 国旗、国語、国章および
国歌法

2009 鉱物石炭鉱業法
2010 園芸法
2011 通貨法
2014 通商法
2014 農園法

国
際
標
準
化

制
度
整
備
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